













































































































行動障害の内容 1点 3点 5点
1 ひどい自傷 週に1，2回 一日に1，2回 一日中
2 強い他傷 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も
3 激しいこだわり 週に1，2回 一日に1，2回 一日に何度も
4 激しいもの壊し 月に1，2回 週に1，2回 一日に何度も
5 睡眠の大きな乱れ 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
6 食事関係の強い障害 週に1，2回 ほぼ毎日 ほぼ毎食
7 排泄関係の強い障害 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
8 著しい多動 月に1，2回 週に1，2回 ほぼ毎日
















































































































































































































































Ⅶ お わ り に
ここまで，社会政策・社会行政論における主要概念となる必要（ニーズ）と資源（供給）の
観点から，その障害の支援の困難さと生活の困難を生じる可能性が非常に高い強度行動障害の
状態に該当する人々や，障害者自立支援法による障害程度区分認定調査の調査関連項目におけ
る行動関連項目該当者となる人々，重い行動障害の人々とその家族の持つ多様な社会生活上の
困難が障害者自立支援法の施行によりいかなる社会福祉供給がなされたのか検討してきた。
日中活動の場の多くが不安定基盤のうえに立ち，強度行動障害の状態に該当する人々や，障
害者自立支援法による障害程度区分認定調査の調査関連項目における行動関連項目該当者とな
る人々，重い行動障害の人々の利用の可能性を考えて設計されたとは考えにくい供給項目群，
地域の資源量不足による利用制限と利用抑制によるサービスニーズの潜在化，さらに，相談支
勝井：障害者自立支援法における社会福祉供給に関する一考察32
援事業が確実に実施されていない状況は，ニーズと供給の齟齬として発生する実際のニーズを
補完する機能を果たしているとは言えず，これらを含め社会福祉サービスの供給諸次元におけ
る問題の在り処の一端を示してきた。
地域で強度行動障害の状態に該当する人々や，障害者自立支援法による障害程度区分認定調
査の調査関連項目における行動関連項目該当者となる人々，重い行動障害の人々の生活を支え
るには家族だけの力では限界があり，生活の場に本人や家族が求める支援（サービスニーズと
実際のニーズに対応する支援）が存在しない場合，本人だけでなく家族も同時に重篤な生活の
危機に晒されることを認識する必要があると考える。
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